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統合報告における資本形態の転換

大 西 　　靖

論文要旨

　統合報告に関連する研究において、複数形態の資本は多くの注目を集めているが、その理論

的背景については、検討を行う余地が多く残されている。そこで本稿では、統合報告における

非財務的な形態の資本を財務資本に転換することが可能か、もし可能であれば、どのようにし

て転換することが可能かという点に関する理論的動向を明らかにするために、文献レビューに

もとづく分析を行った。分析の結果として、持続可能な開発の観点からは資本形態の転換が理

論的に困難であることが主張される一方で、新制度派組織論の観点からは、社会関係資本など

の資本が、レピュテーションを通じて財務資本に転換される可能性があることが明らかになった。

1 ．はじめに

　多くの企業が、CSR 活動にコストを支出するとともに、その成果を環境報告書、CSR 報告書、

あるいは持続可能性報告書を通じて報告してきた。さらに、近年では統合報告フレームワーク

（IIRC, 2013）をもとに統合報告を実践する企業も増加しつつあることから1）、統合報告フレーム

ワークは、社会環境会計を含む会計学において重要な研究テーマとなりつつある（向山，2015；

阪，2015；大鹿，2015）。

　統合報告にもとづくマネジメントを対象とする研究として、たとえば大下（2015）は、統合

報告を含む ESG 報告にコントロール論が対応を迫られていることを主張しており、内山（2015）

は統合報告における多元的価値の重要性を指摘している。さらに、統合報告における BSC の活

用を提示した伊藤（2014）による研究、統合報告における自然資本の貨幣換算に言及した岡・

中嶌（2017）の研究、そして、統合報告と管理会計との関連およびその課題に関して広範な議

論を展開した伊藤（2016）を挙げることができる。

 1） 木村・大森（2016）は統合報告書を発行する企業が急増していること指摘するとともに、発行の規定要因
に関する分析を行っている。
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　しかし、CSR 活動に関連する意思決定を行ううえで、CSR 活動と「利益業績との明確な相関

関係の評価は困難」（伊藤，2010，54頁）であれば、営利組織である企業が、なぜ CSR 活動に

コストを投入するのであろうか。この問題に対して、統合報告フレームワーク（IIRC, 2013）

は、複数形態の資本概念を導入することによって、企業の非財務的な側面に関する価値を報告

目的に含めようと試みている。すなわち、「広範な基盤を持つ資本（財務資本、製造資本、知的

資本、人的資本、社会関係資本および自然資本）に対する説明責任およびスチュワードシップ

を拡大するとともに、これらの資本間の相互依存性に関する理解を促進する」（IIRC, 2013, p.2） 

ことが総合報告の主要な目的のひとつとして挙げられるのである。

　IIRC（2013）では、これらの複数形態の資本を「組織の活動および成果を通じて増加、減少、

または転換（transformed）されるような価値のストック」（IIRC, 2013, p.4）として定義して

いる。そして、これらの複数形態の資本間における転換の可能性を議論している。ところが、

複数形態の資本における価値は、ただちに貨幣評価あるいは定量化が可能であるとは限らず、

場合によっては定性的な報告が想定されている（IIRC, 2013）。そうであれば、資本間の価値の

転換の問題が、統合報告に関連する社会環境会計の主要な問題のひとつとして提起される。

　これまで環境管理会計におけるフルコスト会計と呼ばれる領域では、自然科学および経済学

の知見を援用しながら、環境に関連する外部不経済（Pigou, 1960）の直接的な金額評価を通じ

て、内部化を試みる研究が行われてきた（國部，2000）。しかしながら、CSR に関連する活動

および成果の金額評価については、特に環境および社会に関連する側面については、最終的に

はステイクホルダーの価値判断に依存する。したがって、CSR の金額評価およびそのマネジメ

ントを行うためには、自然科学的なアプローチの開発だけではなく、多様なステイクホルダー

の判断をどのように数値に転換するのかが問題となる（Bebbington and Larrinaga, 2014；大

西，2011）。

　その一方で、社会学の領域においては、社会関係資本や文化資本などの、経済的資本とは異

なる側面が、最終的に経済的資本に影響を与える可能性について、研究が進められてきた

（Coleman, 1988; Bourdieu, 1986; 三隅，2013）。したがって、統合報告フレームワークで提示さ

れた複数形態資本の転換可能性に関連する研究は、その重要性が認識されつつも錯綜した状態

にあると考えられる。そこで本稿では、統合報告における財務資本以外の複数形態資本を財務

資本に転換することが可能か、もし可能であれば、どのようにして転換することが可能かについ

て、文献レビューをもとに理論的動向および今後の研究課題を明らかにすることを目的とする。

　本稿の構成は、下記の通りである。第 2 節では、外部性に関連するフルコスト会計の展開を

概観することによって、統合報告フレームワークにおける複数形態資本が開発された背景、お

よびこれらの複数形態資本を直接的に統合することの困難を明らかにする。第 3 節では、複数

形態資本を部分的であったとしても統合するための可能性として、社会学における社会関係資
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本および新制度派組織論2）の議論をもとに分析する。第 4 節では、結論および今後の課題を述

べる。

2 ．統合報告の複数形態資本と外部性

　統合報告フレームワークで提示された複数形態の資本が開発された経緯は、統合報告フレー

ムワークの資本に関するバックグラウンドペーパー（Adams et al., 2013）で説明されるととも

に、Coulson et al.（2015）において詳細な解説が行われている3）。Adams et al.（2013）におけ

る 6 つの資本分類の開発に際しては、様々な学問領域における資本概念の利用状況の調査など

が行われたことが示されている（Coulson et al., 2015）。

　ただし、Coulson et al.（2015）が指摘するとおり、IIRC（2013）で提示された資本分類は、

The Sigma Project（2003a）および Forum for the Future（2009）で提示された自然資本、社

会関係資本、人的資本、製造資本、および財務資本という 5 つの分類を参照している4）。したが

って、IIRC（2013）で提示されている資本分類の背景として、The Sigma Project（2003a, 2003b）

が参照しているように、持続可能性を指向したフルコスト会計（Bebbington et al., 2001）を挙

げることが可能であろう。フルコスト会計は、環境および社会の側面に関連する外部性

（externalities）を含めたコストを計算することを目的とした環境管理会計手法である。

　外部性の問題は、伝統的に厚生経済学および環境経済学の領域において、議論が行われてき

た（Pigou, 1960；植田，1990）。社会会計の領域では、Estes（1972）が Pigou（1960）を引用し

ながら、会計領域において外部性を計算対象に含めるとともに、価格決定にも利用することを

主張している。さらに、1990年代には、アメリカ環境保護庁によって、主に環境問題を対象と

したフルコスト会計が行われている（USEPA, 1996）。2000年代には、外部性の範囲について、

環境だけではなく社会を含む持続可能性が指向されてきた（大西，2011）。

　Bebbington（2007）では、油田開発プロジェクトを対象として持続可能性の観点に基づくフ

ルコスト会計の事例が紹介されており、そこでは経済、資源利用、環境、および社会という観

点からの外部性を資本として計算するとともに、それぞれの資本に関連するコストの計算が行

 2） 本稿における制度とは、新制度派組織論にしたがって、法制度などの規制的な側面だけではなく、規範的
な側面、および文化認知的な側面（Scott, 2008）も含む。

 3） Adams et al.（2013）と Coulson et al.（2015）の執筆者の多くは重複している。なお、バックグラウンド
ペーパーでは資本（capitals）という用語の代替として資源と関係（resources and relationships）という用
語を使用するか否かについての議論も行われている。結果的には、資本を用語として使用することで「時間
によって増減する可能性があるものの、もし将来にわたって便益をもたらし続けるのであれば維持されなけ
ればならないような価値の蓄積（stores of value）という役割を強調する」（Adams et al., 2013, p.2）と結
論づけている。

 4） この点については岡・中嶌（2017）も参照されたい。
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われている。このような背景のもとで、The Sigma Project（2003a）による 5 つの資本モデル

が開発されてきたと考えられる。

　ただし、フルコスト会計に関する研究では、異なる側面の資本に関連して、いくつかの問題

が指摘されている（たとえば Bebbington and Larrinaga, 2014）。主要な問題の 1 つは、異なる

資本間において、それぞれが金額換算された評価額を合計することが可能であるかという点で

ある。すなわち、フルコスト会計に関する先行研究では、外部性の金額評価を目的としながら

も、異なる形態の資本間で実際に評価された金額を合計すべきかどうかという問題が、未解決

の課題として残されている（Bebbington and Larrinaga, 2014）。

　この点に関連して、IIRC（2013）でも複数形態資本間の転換に関する記述に不明確な部分が

存在していることを指摘することが可能であろう。統合報告フレームワークは、資本間の価値

のフローについて「資本が増加、減少、または転換される際には、資本間または資本内におけ

るフローが常に存在する」（IIRC, 2013, p.11）ことを主張している。そのため、IIRC における

複数形態の資本は、別の形態の資本に転換される可能性があることが前提とされている。

　ところが、統合報告フレームワークの別の記述では、「価値の創造は、相異なる期間にわたっ

て、相異なるステイクホルダーを対象として、相異なる資本を通じて行われるため、ある資本

を最大化する一方で別の資本を無視することによって創造されることはない」（IIRC, 2013, p.11）

として、不適切な方針と実務によって人的資本を犠牲にしながら財務資本としての利益を最大

化するような状況を批判している。この部分の記述は、まさに IIRC（2013）における外部性の

記述に関連する箇所であり、持続可能性指向のフルコスト会計の領域で提示された問題が未解

決のままであることを意味している5）。

　さらなる問題として、外部性を金額換算する際に、自然科学および経済学に基づく解決を行

うことに対する課題が提起される（Bebbington, 2009）。この問題は、外部性に対する金額換算

のプロセスにおいて、何を計算対象とすべきかという識別の問題（Bebbington et al., 2007）お

よび測定方法の違いによって推定値が大きく異なるという測定上の問題（Antheaume, 2004）

が指摘される。

　この点に関連して、IIRC（2013）は、複数形態資本を報告内容として確立することについて

慎重な姿勢を示している。たとえば統合報告書を作成する組織は、「この資本分類を採用するこ

とは求められておらず、また、報告書の構成がこれらの資本に沿ったものであることも求めら

れていない」（IIRC, 2013, p.4）ことに言及している。しかも、統合報告書の目的は「ある時点

における組織の価値、ある期間にわたって組織が創造する価値、あるいは、全ての資本につい

ての利用または資本に与える影響を、定量化または金額評価することではない」（IIRC, 2013, 

p.9）ことが強調される。

 5） Coulson et al.（2015）は、この点を強い（strong）持続可能性と弱い（weak）持続可能性の対立との関
連で議論している。
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　ここまで示したとおり、統合報告に関連して外部性を金額換算して報告する実践が進められ

ている一方で（岡・中嶌，2017）、複数形態資本の転換については多様なステイクホルダーの価

値観に大きく関連するため、自然科学的な手法開発だけで、これらの資本を直接的に財務資本

に転換することが可能であるとは限らない（Bebbington, 2009; Bebbington and Larrinaga, 2014; 

Coulson et al., 2015）。

　そのため、自然資本および社会関係資本を含む複数形態資本を、財務資本に転換する可能性

について検討を進めるためには、計算手法の開発に加えて、ステイクホルダーによる社会的評

価に関する議論を深めることが重要であると考えられる。この問題に対して、Coulson et al.

（2015）は、経済資本、文化資本、および社会関係資本といった複数形態資本の転換可能性につ

いて社会学的な観点からの議論（Bourdieu, 1986）を参照している。そこで次節では、複数形

態資本の転換可能性と社会的評価の関係についての研究動向を検討する。

3 ．複数形態資本に対する社会的評価

　社会学の領域では、人的資本、社会関係資本（social capital）、および文化資本（cultural 

capital）をはじめ、さまざまな非財務的な資本概念を用いて研究が蓄積されてきた（三隅，

2013；Adams et al., 2013）。とりわけ、社会関係資本については、統合報告フレームワークで

も複数形態資本のひとつとして提示されるとともに、社会環境会計の領域においても分析が進

められてきた（越智，2015）。社会関係資本に関する研究は Coleman（1988）をはじめとして、

多岐にわたって非常に多くの研究が蓄積されている（三隅，2013; Adams et al., 2013）。しか

し、複数形態資本間の転換プロセスに注目するならば、Coulson et al.（2015）に沿ってBourdieu

（1986）の議論を検討する余地があると考えられる。

　Bourdieu（1986）は、個人が持つ資本として、経済的資本、文化資本、および社会関係資本

を提示する。そして、これらの文化資本や社会関係資本が、その象徴的な側面を通じて地位お

よびパワー関係に影響を及ぼすことを通じて、経済資本に転換されるプロセスを記述している。

　Bourdieu（1986）が提示する文化資本とは、「特定の条件において経済的資本に転換可能であ

るととともに学位という形態で制度化可能なもの」（Bourdieu, 1986, p.243）として定義され

る。文化資本は 3 つに細分化されている。第 1 は、性癖のように身体化された文化資本である。

第 2 は、文化財などの対象化された文化資本である6）。第 3 は、学位などの制度化された文化資

本である。

　また、社会関係資本とは、「社会的義務（コネクション）という特定の条件において経済的資

本に転換可能であり貴族の爵位という形態で制度化可能なもの」（Bourdieu, 1986, p.243）とし

 6） Bourdieu（1986）において、文化財は記録または実現された理論として位置づけられており、具体的には
絵画、書籍、辞書、道具、機械などが挙げられている。
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て定義される。社会関係資本の例としては、社交性および集団内部の認知度などが挙げられる。

　Bourdieu（1986）の議論における特徴的な点は、文化資本も社会関係資本もそれぞれ個別の

効果を持つものの、資本が機能するフィールド（field）の特性に依存して、さらに程度の差は

あれ転換コストをかけることによって、最終的には経済資本に転換可能であることを主張して

いる点である（磯，2008）。文化資本および社会関係資本から経済資本への転換は、フィールド

内部においてレピュテーションが高く大きなパワーを持つような、支配的なポジションの獲得

により達成される。

　したがって、それぞれの行為主体が取りうる戦略は、現段階において保持する資本によって

異なりうる。そのような例として、Bourdieu（1975）は、学術的フィールドにおいて地位の獲

得をめぐる戦略を挙げている。そこでは、資本を多く持つ場合には、フィールドの構造を継承

するような戦略がとられるとともに、資本が少ない場合にはフィールドの構造を転覆させるた

めの戦略をとる必要が生じることになる。

　そして、Bourdieu（1986）は、ある行為主体が世代間の地位の継承を目的とする場合に、経

済資本の移転だけでは不十分であり、経済資本を教育に投資することによる文化資本への転換、

あるいはコネクション構築に投資することによる社会関係資本への転換を通じて、経済的資本

の獲得を含む再生産が行われることを指摘している。すなわち、多様な資本への投資およびそ

の転換は、世代間の資本および地位の継承を意図した諸戦略の基盤として提示されるのである。

　ここまで示した Bourdieu（1986）による複数形態の資本とフィールドに関連する議論は、個

人レベルの分析を対象としたものであった。しかしながら、新制度派組織論の主要な研究のひ

とつである DiMaggio and Powell（1983）および DiMaggio（1983）は、Bourdieu（1975）を参

照しながら組織フィールド（organizational field）概念を提唱している。しかも組織フィール

ドを対象とした議論は、現在に至るまで継続的に研究が進められている（Scott, 2008; Lounsbury, 

2008; Greenwood et al., 2015）。

　さらに、経営組織論のレピュテーションに関連する諸研究も、制度的フィールドを参照しな

がら、競争上の地位の獲得およびその継続に関連したものであると考えられる（Fombrun and 

Shanley, 1990）。したがって、Bourdieu（1975; 1986）が提示したフィールドとレピュテーショ

ンに関連する議論は、組織レベルの議論においてもある程度まで浸透していると考えられる。

　以上の点をもとに、Bourdieu（1986）による複数形態資本の主張を組織レベルに展開するな

らば、統合報告フレームワークにおける複数形態の資本を経済的な資本に転換することは、統

合報告を取り巻くフィールドの特性によっては可能であると考えられる。この場合には、統合

報告を取り巻くフィールドが存在しているのか、そして、そのフィールドの特性がどのような

ものであるのかが問題となる。

　この点について、Bourdieu（1986）は、資本が物質的あるいは象徴的な作用を持つのは、行

為主体によって「フィールドにおける継続的な戦いの武器あるいは賭け金（stake）として実行
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され投資される時に限られる」（Bourdieu, 1986, p.247）ことを指摘している。この指摘を援用

するならば、統合報告における複数形態資本が物質的あるいは象徴的に作用するのは、統合報

告に関連するフィールドにおいて、レピュテーションをめぐる企業間競争の主要な手段として、

各企業が持続可能性に関連する活動および報告に資金を投資する局面であると解釈することが

可能である。

　この点に関連して、環境保全および持続可能性報告を対象とした複数の先行研究は、組織フ

ィールドについて議論している7）。たとえば、Hoffman（1999）は、環境汚染に関連する組織フ

ィールドの研究において情報開示に言及している。また、Higgins et al.（2015; 2018）は、持続

可能性報告を行う企業と、報告を行っていない企業の同型性に言及しながら、持続可能性経営

という組織フィールドの存在を指摘している。統合報告については、既に多数の日本企業が導

入していることから、日本において統合報告を取り巻くフィールドの存在を指摘することは、

可能であると考えられる。

　ただし、統合報告に関連するフィールドの特性が、どのようなものかという問題は、今後の

課題であると考えられる。その理由は、統合報告の複数形態資本を基礎とした企業の活動およ

び報告の実践については、現時点では十分な研究が蓄積されているとは言えないためである。

たとえば、統合報告を実施している企業が、それぞれの資本に関連する活動を通じて、レピュ

テーションをどのように獲得しているのか、獲得したレピュテーションをどのようにして財務

資本に転換しているのかという点は、今後の経験的な研究が必要であろう（櫻井，2011; 2012）。

　この問題を明らかにするためには、社会および環境に関連する各種のランキングの評価方法、

および社会責任投資（SRI）におけるランキング情報の利用状況を検討することが必要である。

さらに、以上の状況を前提とした場面における企業行動がどのようなものになるのか調査する

ことも有意義であると考えられる。

4 ．結論と課題

　多くの企業が CSR 活動に対してコストを支出しているにもかかわらず、少なくとも現時点で

は CSR の結果と利益業績との関連性を見出すことができていないという状況は、環境管理会計

の領域において、依然として重要な課題として残されている。この問題に対して、本稿では統

合報告を対象として、複数形態の資本間における転換可能性に注目した。

　そこで、本稿では、複数形態資本に関するフルコスト会計研究の展開と、資本の転換時にお

ける社会的評価プロセスについて、環境管理会計を含む社会環境会計、および社会学における

Bourdieu（1975, 1986）の議論と新制度派組織論に関連する文献のレビューを実施した。その結

 7） 新制度派組織論を援用した持続可能性報告の研究動向は、大西（2017）を参照されたい。
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果として明らかになった点は次の 2 点である。

　第 1 に、統合報告で提示された複数形態の資本概念は、特に自然資本で見られるように、フ

ルコスト会計における外部性の換算に伴う課題を現在も内包している。したがって、この領域

における計算手法の開発がさらに必要とされるとともに、特に価値判断が必要とされる部分に

ついては、社会的評価が重要な検討課題として提起される。

　第 2 に、複数形態の資本のなかでも、特に金額評価が困難であるような、社会関係資本など

の資本については、Bourdieu（1986）で示されるような社会学に基づく資本間の転換プロセス

にもとづく解釈を行う余地がある。Bourdieu（1986）は、特定のフィールド内部において、支

配的なポジションを獲得することによって、文化資本および社会関係資本が経済資本に転換さ

れる可能性があることを指摘している。ただし、統合報告の複数形態資本に関連するフィール

ドの特性は、現時点では明らかではないため、レピュテーションの獲得および維持に関連する

組織レベルの行動を分析することが必要であると考えられる。

　統合報告が関連する領域は、Adams et al.（2013）が指摘するとおり、非常に広範囲にわた

るうえに、現時点では伊藤（2016）が指摘するとおり研究が未開拓であるような領域が多く存

在している。たとえば、社会関係資本については Coleman（1988）をはじめ非常に多くの研究

が蓄積されており、そこには、社会全体に対する便益に関する研究が多く含まれているが、本

研究では単独の行為主体としての個人や企業によるレピュテーションの側面に焦点を絞るとと

もに、それ以外の部分は、本研究における分析の対象外としている。また、人的資本、知的資

本、製造資本についても、将来において今後の考察を行うことが必要である。これらの点につ

いては今後の研究課題としたい。
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